
開発行為に伴う公共施設（下水道施設等）に関する協議申出書 
  

都市計画法第 32 条の規定に基づき、開発行為に関係がある下水道施設等について協議を申し出ます。 
 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

横浜市長  
住 所 横浜市中区港町１－１ 

申 請 者 
氏 名 〇〇株式会社  

代表取締役 横浜 太郎 
                              ℡ 045－■■■－■■■■ 

設 計 者 
住所 横浜市〇〇区〇〇町■丁目■番■号 担当者 関内太郎 

氏名  〇〇株式会社 関内花子 ℡ ■■■－■■■－■■■■ 

開発区域に含まれる  
   〇〇区●●町４丁目 1233-2、-4 

土地の地名地番 

開発区域の面積   ■■■■.■■㎡ 

予定建物の用途   戸建住宅 ■戸 

※下水道施設の管理・帰属 有 ・ 無 ※雨 水 放 流 先 の 形 態 
※1 
公共・一般・道・河・私 

※下 水 道 用 地 の 帰 属 有 ・ 無 ※遊水池等・雨水流出抑制施設 有（ 貯・浸 ）・無 

※公共下水道自費工事 有 ・ 無 ※そ の 他 
※3 

分・合・編入・未 

受 付 欄 

 

同

意

書

受

領 
 

年

月

日 

受 領 者 印 

 

協 議 成 立 番 号  

 
下管保 第    号（令和  年  月  日） 

決裁 
令和   年   月   日  起案 

令和   年   月   日  決裁 

受付者印  協議同意条件 別紙のとおり 担当者印  

注意 １ 提出部数  協議申出書２部（※フラットファイルに綴じて提出）、同意書１部  
  ２ ※印の欄は鉛筆書きにしてください。 

   ３ ※1 印の公共
．．

は公共下水道施設、一般
．．

は水路等の一般下水道施設、道
．
は U 型側溝等の道路排水施

設、河
．
は二級河川等法河川、私

．
は私有排水施設の略式表記です。 

   

 

該当箇所を鉛筆で丸をつける 

申請者が法人の場合、

氏名は法人の名称及び

代表者の氏名を記載 

申請者と設計者が異なる 

場合は、委任状を提出 

記入不要 


